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秋田県営繕工事積算基準 

 

（目的） 

１ この基準は、秋田県の営繕工事を請負施工に付す場合において、予定価格のもととなる工事費内

訳書に計上すべき当該工事の工事費（以下「工事費」という。）の積算について必要な事項を定め、

もって工事費の適正な積算に資することを目的とする。 

 

（工事費の構成） 

２ 工事費の構成は、次のとおりとする。 

                                    直接工事費 

                         純工事費 

                        （その他経費を含む） 

                 工事原価                共通仮設費 

        工事価格            現場管理費             共通費

                 一般管理費等 

 工事費             各種負担金等 

        消費税等相当額   

 

（工事費の区分等） 

３ 工事費は、直接工事費、共通費、各種負担金等及び消費税等相当額に区分して積算する。直接 

工事費については、必要に応じ建築工事、電気設備工事、機械設備工事及び昇降機設備工事に区 

分し、共通費については、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等に区分する。 

なお、工事費内訳書は、「公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編）（令和７年12月改定）」

（国土交通省大臣官房官庁営繕部）及び「公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編）（令和８年

版）」（国土交通省大臣官房官庁営繕部）に準ずる。ただし、「その他（公共工事の入札及び契約

の適正化の促進に関する法律第12条及び第13条関連）」の部分については、現状の積算方式におい

て材料費や労務費等を分離して算出することが困難であることから、当面の間、適用しない。 

 

（直接工事費） 

４ 直接工事費は、工事目的物を造るために直接必要とする費用で、直接仮設に要する費用を含み、

その算定は次に掲げる各項による。なお、工事中に発生する材料の端材に価値のあるときは、その

数量に有価額を乗じて算定した額を控除する。また、建設発生土処分費や発生材処分費は直接工事

費に含む。 

(１) 算定の方法 

費用の算定は、次に定める単価に、次に定める数量を乗じて算定する。 

(２) 単価 

算定に用いる単価は、「秋田県営繕工事単価決定要領」に基づき定める単価を用いる。 

細目別内訳書及び別紙明細書に計上する単価の端数処理については有効上位３桁とする。た

だし、千円未満の場合は十円単位とし、百円未満の場合は一円単位とする。 

(３) 数量 

算定に用いる数量は、建築工事については「公共建築数量積算基準（令和５年改定）」（国

土交通省大臣官房官庁営繕部）、電気設備工事及び機械設備工事については「公共建築設備数

量積算基準（令和７年改定）」（国土交通省大臣官房官庁営繕部）の定めによる。 

(４) 細目別内訳書に計上する金額 

円単位とし一円未満切り捨てとする。 

 

（共通費） 

５ 共通費は共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等に区分するものとし、算定は「公共建築工事

共通費積算基準（令和８年改定）」（国土交通省大臣官房官庁営繕部）の定めによる。 

 

（各種負担金等） 
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６ 各種負担金等は、水道等の加入金、本設用の電力費用、秋田県産業廃棄物条例に基づく産廃税相

当額の費用及びヘリコプターによる輸送費用等とする。 

 

（消費税等相当額） 

７ 消費税等相当額は、工事価格に消費税及び地方消費税相当分からなる税率を乗じて算定する。 

 

（その他） 

８ その他必要な事項は、次のとおりとする。 

(１) 設計変更における工事費は、当該変更対象の直接工事費を積算し、これに当該変更に係わ

る共通費を加えて得た額に、「当初請負代金額から消費税等相当額を減じた額／当初予定価

格内訳書  記載工事価格」の比率を乗じ、さらに消費税等相当額を加えて得た額とする。 

(２) 低入札価格調査における調査基準価格及び失格判断基準価格並びに最低制限価格の設定

（以下、「低入札価格調査等の設定」という。）にあたり、直接工事費及び共通仮設費の単

価に含まれる専門工事業者の下請経費等（以下、「その他経費」という。）と各種負担金等

は次により取り扱うものとする。 

① 低入札価格調査等の設定に係る直接工事費の額は、直接工事費からその他経費を減じ、

各種負担金等を加えた額とする。 

② 低入札価格調査等の設定に係る共通仮設費の額は、共通仮設費からその他経費を減じた

額とする。 

③ 低入札価格調査等の設定に係る現場管理費の額は、現場管理費にその他経費を加えた額

とする。 

(３) 建設副産物の処理は、「建設副産物対策に係わる取扱い要領（平成11年３月26日監－391

5）」により適正に取り扱うこと。 

秋田県産業廃棄物税の取り扱いは、「営繕工事における産業廃棄物税の設計積算の運用方

針（平成15年12月25日付け営－1146）」により適正に積算するものとする。 

(４) その他経費は、次により算定するものとする。 

① 一般工事（②に該当する工事を除くものをいう。）については、その他経費を含む純工

事費に10分の１を乗じて得た額とする。 

② 昇降機設備工事その他の製造部門を持つ専門工事業者を対象とした工事については、そ

の他経費を含む純工事費に10分の２を乗じて得た額とする。 

(５) 積算における金額の端数処理は、次により取り扱うものとする。 

① 共通費基準の率により算定した金額は、一円未満切り捨てとする。 

② 工事価格は、工事原価、一般管理費等及び各種負担金等の合計により算出された金額の

範囲内で、原則として工事価格の有効桁が上位４桁、一千万円未満の場合は一万円単位と

なるように一般管理費等で調整する。 

③ 設計変更における工事価格については、算出された金額の範囲内で、原則として工事価

格の有効桁が上位４桁、一千万円未満の場合は一万円単位となるように調整する。 

④ 設計変更及び随意契約を行う場合の工事において一般管理費等を算出するにあたり、控

除する契約済みの工事の一般管理費等は、調整する前の金額を採用する。 

 

 

附 則（平成17年５月17日 営－215） 

この基準は、平成17年５月20日から施行する。 

附 則（平成18年５月10日 営－323 一部改定） 

この基準は、平成18年５月10日から施行する。 

附 則（平成20年９月30日 営－468 一部改定） 

この基準は、平成20年10月１日から施行する。 

附 則（平成25年４月26日 営－18 一部改定） 

この基準は、平成25年５月１日から施行する。 

附 則（平成30年４月11日 営－46 一部改定） 

この基準は、平成30年５月１日から施行する。 
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附 則（平成30年10月18日 営－555 一部改定） 

この基準は、平成30年11月１日から施行する。 

附 則（令和元年５月30日 営－156 一部改定） 

この基準は、令和元年５月30日から施行する。 

附 則（令和２年３月24日 営－796 一部改定） 

この基準は、令和２年４月１日から施行する。  

附 則（令和６年３月27日 営－880 一部改定） 

この基準は、令和６年５月１日から施行する。 

附 則（令和６年５月９日 営－129 一部改定） 

この基準は、令和６年６月１日から施行する。 

附 則（令和８年１月22日 営－730 一部改定） 

この基準は、令和８年２月１日から施行する。 

附 則（令和８年９月25日 営－466 一部改定） 

この基準は、令和８年10月１日から施行する。 

 

 

 


